











　　This study is a comparative consideration regarding the background, the introduction 
process and the content, etc. of the long-term care insurance system foundations in Japan, 
Germany and South Korea. As a result of comparison consideration, it became clear that 
Japan learned from Germany when it made its long-term care insurance system, while 
South Korea learned from both Germany and Japan. Therefore there were a lot of similari-
ties in the three systems, although differences were also seen, much because each system 
was being corrected according to the real state of affairs of their own country, and as a re-
sult of its use.
　　In the future, by learning about each other's systems it is hoped that an objective eval-
uation of each system will be made and review materials produced, and that it will contrib-
ute to the internationalization of long-term care insurance.
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本の 24年間よりも短い 18年間と予測されている（表 1）。
表 1　主要国の人口高齢化速度
区　分 日　本 韓　国 中　国 アメリカ フランス スウェーデン
高齢社会到達所要年数 24 18 25 72 115 85
高齢化社会（7%）到達年度 1970 2000 2001 1942 1864 1890


















































1999 482,744 6,105 3.31 202 0.04
2000 521,959 8,074 3.52 284 0.05
2001 551,558 10,746 2.97 319 0.06
2002 596,381 10,677 3.69 394 0.07
2003 721,346 11,572 3.51 406 0.06
2004 788,445 12,830 4.01 515 0.07
2005 810,516 13,586 2.51 341 0.04
2006 848,045 15,156 2.67 404 0.05
2007 901,187 18,823 3.02 569 0.06
2008 － － － 2,062 －


















の創設の必要性を提唱した 1994年 7月の社会保障制度審議会の勧告と 1995年 4月のド
イツの介護保険制度の施行により、日本でも介護保険制度創設に向けた機運が一気に高


























































名 称 介護保険法 要介護のリスクの社会的保障
に関する法律
老人長期療養保険法
法 律 項 目 14章 215条附則 8条 12章 122条 12章 70条附則 3条
法 律 制 定 年 月 1997年 12月 1994年 5月 2007年 4月










制 度 の 建 て 方 独立型・地域保険型 医療保険制度活用型 医療保険制度活用型
保 険 者 市町村（約 1、800） 介護金庫（約 800） 国民健康保険公団（全国で 1）




給 付 対 象 者 原則として高齢者 すべての年齢層の要介護者 原則として高齢者
























現 金 給 付 なし（家族手当あり） 介護手当、代替介護手当 離島・僻地等で家族療養費






















































































































要介護度 要介護時間 要介護度 要介護時間 要介護度 要介護等認定基準点数
要支援 1 25分以上 32分未満
要支援 2 32分以上 50分未満
要介護 1 32分以上 50分未満
要介護 2 50分以上 70分未満
要介護 3 70分以上 90分未満 介護等級Ⅰ 90分以上 3等級 55点以上 75点未満
要介護 4 90分以上 110分未満 介護等級Ⅱ 180分以上 2等級 75点以上 95点未満
要介護 5 110分以上 介護等級Ⅲ 300分以上 1等級 95点以上






















































居宅介護住宅改修費の支給の 13種類がある。それぞれのサービスには 2006年 4月に介
護予防を目的として創設された要支援 1・2を対象とする介護予防給付もある。また、要
介護者・要支援者には年間 10万円を上限として特定福祉用具購入費が償還払いで支給さ
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ると、在宅介護の要介護 5の上限が月額 35万 8,300円である日本に対し、ドイツは「特
に過酷」の在宅介護（現物給付）が 25万 8,930円と 10万円程度低い。韓国はさらに低










要支援 1 49,700円 － － － － － －
要支援 2 104,000円 － － － － － －
要介護 1 165,800円 197,100円 － － － － －
要介護 2 194,800円 218,400円 － － － － －






























注：1． ドイツの数値の単位はユーロ（日本円換算は 1 €＝￥135）、韓国の数値の単位はウォン（日本円換算は 1,000W＝
￥100）。
2． ＊ 1：ドイツは介護等級Ⅰ、韓国は 3等級、＊ 2：ドイツは介護等級Ⅱ、韓国は 2等級、＊ 3：ドイツは介護等級
Ⅲ、韓国は 1等級。
3． ドイツの場合、末期がん患者らが対象となる介護等級Ⅲより重い「特に過酷」がある。その場合、在宅介護では




































費負担の内訳は国が 2分の 1（25％）、都道府県と市町村がそれぞれ 4分の 1（12.5％）
ずつとなっている。ただし、2005年の介護保険法改正により、施設給付費については国
が 20％、都道府県 17.5％、市町村 12.5％に変更された。保険料負担分は第 1号被保険者
全体で 38％（保険給付費の 19％）、第 2号被保険者全体で 62％（同 31％）の割合となっ
ている。第 1号被保険者の保険料は全国平均で月額 4,160円（2009～ 2011年度）であ
り（7）、第 2号被保険者の保険料率は加入する健康保険組合ごとに異なる。中小企業の被






利用者負担で構成されている。国庫負担 20％、介護保険料 60～ 65％、利用者負担 15～
20％となっている。公費負担の割合が日本（50％）に比べて 20％とかなり小さく、相対























































方式（DRG/PPS；Diagnosis Related Group/Prospective Payment System）を導入し
ている。このような状況に鑑みると、介護保険制度においても、韓国の介護保険制
度が今後の日本の介護保険制度の改革の参考になることもあると考えられる。
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